
 

○厚生労働省訓第４５号 

（部内一般） 

紛争解決アドバイザー規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 

令和８年１０月１日 

厚生労働大臣 上野 賢一郎   

紛争解決アドバイザー規程の一部を改正する訓令 

（改正内容は別添のとおり。） 

 

附 則 

この訓令は、令和８年１０月１日から施行する。 

 



紛争解決アドバイザー規程の一部を改正する訓令 新旧対照条文 
○紛争解決アドバイザー規程（平成２１年厚生労働省訓第３号）（抄） 

（傍線の部分は改正部分） 
 

改  正  案 
 

現     行 
（設置） 

第１条 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法
律（昭和４７年法律第１１３号。以下「法」という。）第２２条に規定す
る労働者と事業主との間の紛争に関し、都道府県労働局長が法第２３条第
１項の規定に基づき紛争の解決の援助を行う際に、都道府県労働局長に対
し、当該紛争の迅速かつ適正な解決に資する専門的な助言を行わせるため
、都道府県労働局に紛争解決アドバイザーを置く。 

 
 （職務） 
第３条 紛争解決アドバイザーは、都道府県労働局長が法第２３条第１項の

援助を行う場合には、その求めに応じて、必要な助言を行うものとする。 

（設置） 
第１条 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法

律（昭和４７年法律第１１３号。以下「法」という。）第１６条に規定す
る労働者と事業主との間の紛争に関し、都道府県労働局長が法第１７条第
１項の規定に基づき紛争の解決の援助を行う際に、都道府県労働局長に対
し、当該紛争の迅速かつ適正な解決に資する専門的な助言を行わせるため
、都道府県労働局に紛争解決アドバイザーを置く。 

 
 （職務） 
第３条 紛争解決アドバイザーは、都道府県労働局長が法第１７条第１項の

援助を行う場合には、その求めに応じて、必要な助言を行うものとする。 
 


